
大 分 県 障 が い 者 ス ポ ー ツ 協 会 会 則

第１章 総 則

（名 称）

第１条 本会は、「大分県障がい者スポーツ協会」と称する。

（事務所）

第２条 本会の事務所は、大分県福祉保健部障害者社会参加推進室内に置く。

（目 的）

第３条 本会は、障がい者スポーツの普及及び振興を図ることにより、スポーツ活動の日

常化及び障がい者の心身の健康維持や体力増強に寄与し、より積極的な社会参加の推進

及び生活の質の向上に資することを目的とする。

（事 業）

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行うものとする。

（１）障がい者スポーツにかかる情報提供に関する事業

（２）障がい者スポーツの指導者の養成に関する事業

（３）障がい者スポーツの教室や大会の開催に関する事業

（４）障がい者スポーツ団体の育成及び助成に関する事業

（５）県からの受託事業

（６）その他前条の目的を達成するために必要な事業

（会 員）

第５条 本会の会員は、次のとおりとする。

（１）正会員 障がい者福祉関係団体、障がい者福祉施設団体、障がい者スポーツ団体

（２）協力会員 福祉関係団体、障がい者スポーツ指導者団体、スポーツ団体

（３）賛助会員 協会の目的に賛同し、援助する団体及び個人

第２章 役 職 員

（役 員）

第６条 本会に次の役員を置く。

（１）会 長 １ 名

（２）副会長 ４ 名（３障がいの代表及び行政代表とする。）

（３）理 事 ３０名以内（会長及び副会長を含む。）

（４）監 事 ２ 名

（理事の選任及び任務）

第７条 理事は、障がい者福祉関係団体、障がい者福祉施設、スポーツ団体、学識経験者、

教育関係機関及び行政機関の中から理事会の同意を得て会長が委嘱する。



２ 会長及び副会長は、理事会において理事の中から互選する。

３ 会長は、本会を代表し、会務を統轄する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

５ 理事は、諸案件を審議し、その執行を決定する。

（監事の選任及び任務）

第８条 監事は、理事会の同意を得て、会長が委嘱する。

２ 監事は、理事を兼ねることはできない。

３ 監事は、財産の状況及び業務の執行状況を監査する。

（任 期）

第９条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

２ 補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 役員は、その任期が満了した後でも、後任者が就任するまではそのまま職務を行うも

のとする。

（職 員）

第10条 本会の事務を処理するため事務局を置く。

２ 事務局には、事務局長その他必要な職員を置く。

第３章 会 議

（招 集）

第11条 会議は、理事会とし、必要なつど会長が招集しその議長となる。

２ 会長は、理事の３分の１以上から連名をもって、目的を示した理事会の開催請求があ

ったときは、理事会を招集しなければならない。

（定員数及び議決）

第12条 理事会は、理事の過半数の出席がなければ議事を開き議決することができない。

この場合、他の出席者に表決を委任したものについては出席したものとみなす。

２ 理事会の議事は、この会則に別段の定めのある場合を除き、出席者の過半数の同意を

もって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

（議決事項）

第13条 理事会は、次に掲げる事項を議決する。

（１）会則、諸規程の制定及び改廃に関する事項

（２）事業計画及び事業報告並びに予算及び決算に関する事項

（３）その他協会の運営に関する重要な事項

第４章 資産及び会計

（資産の種類）

第14条 本会の資産は、次に揚げるものをもって構成する。



（１）会費

（２）受託金

（３）補助金及び助成金

（４）寄付金品

（５）資産から生じる果実

（６）その他の収入

２ 会費については、別に定めるところによる。

（資産の区分）

第15条 本会の資産は、基本財産及び運用財産とする。

２ 基本財産は、次に定める財産をもって構成し、これを消費し又は担保に供してはなら

ない。ただし、理事会において３分の２以上の同意を得た場合に限り、その一部を処分

することができる。

（１）基本財産として特に指定された財産

（２）理事会で基本財産に繰り入れることを決議した財産

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。

（経 費）

第16条 本会の事業遂行に必要な経費は、運用財産をもって充てる。

（資産の管理）

第17条 本会の資産は、会長が管理し、その方法については、理事会の決議によるものと

する。

（予 算）

第18条 本会の予算は、毎会計年度当初において、理事会の議決を経なければならない。

（決 算）

第19条 本会の決算は、会計年度終了後速やかに監事の監査を経て、理事会の承認を受け

なければならない。

２ 会計の決算上剰余金を生じたときは、その全部又は一部を基本財産に編入し又は次会

計年度に繰り越すものとする。

（会計年度）

第20条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとする。

第５章 専門委員会

（専門委員会）

第21条 本会は、必要に応じ、専門委員会を設けることができる。

２ 専門委員は、第４条の事業に関し、会長の委嘱により調査・研究及び実施に当たるも

のとする。



第６章 名誉会長及び顧問

（名誉会長及び顧問）

第22条 本会は、名誉会長及び顧問若干名を置くことができる。

２ 名誉会長及び顧問は、理事会の同意を得て、会長が委嘱する。

３ 名誉会長及び顧問は、本会の運営につき、助言又は意見を述べることができるが、議

決権はない。

第７章 会則の変更

（会則の変更）

第23条 この会則を変更しようとするときは、理事会において出席者の３分の２以上の同

意を得なければならない。

第８章 解 散

（解 散）

第24条 本会は、次の事由により解散する。

（１） 理事会において、出席者の３分の２以上が解散を議決したとき。

（２） 第３条の目的を達成し得なくなったとき。

（残余財産の帰属）

第25条 本会が解散したときの残余財産は、理事会の議決を得て、本会と類似の目的をも

つ社会福祉事業を行う社会福祉団体に寄付するものとする。

第９章 補 則

（補 則）

第26条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。

附 則

１ 会則は昭和３６年１１月３０日より実施する。

２ 本会の設立当初の役職員は別紙のとおりとする。

附 則

この会則は、平成７年４月１日から施行する。

附 則

この会則は、平成１７年９月１日から施行する。

附 則

この会則は、平成１９年３月１３日から施行する。

附 則

この会則は、平成２４年２月１６日から施行する。

附 則

この会則は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この会則は、令和２年４月１日から施行する。


